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 論文題名 
A Cross-sectional Study on Socioeconomic Systems Supporting Outpatients with 





る。日本の PD の有病率は、1993 年に北海道で 10 万人当たり 95、また、2005 年に高知で
10万人当たり 175、と報告されているが、欧米よりも低いと言われている。一般の人々と
比べて PD 患者の QoL は低く、生命予後も良くない。また、身体的障害を伴うため、職を
失う患者も多く、収入が減少する患者も多い。逆に、医療費や介護費の支出が増加するこ











 研究方法   
 2013 年 2 月から 10 月までに、神経難病の患者を専門的に治療していて、2 人以上の専















SAS ver. 9.4を使用した。本研究は、札幌医科大学倫理委員会の承認を得て行なわれた。                                 
 
研究成績 






解析によって検討した。その結果、PD 発症からの期間が 8 年以上（P=0.013）、PD 診断か






















（OR=4.74, 95%CI 2.18-10.32, P<0.001）。また、通院医療費が高いことと通院交通費が
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論文題名 
A Cross-sectional Study on socioeconomic Systems Supporting 
Outpatients with Parkinson’s Disease in Japan 
（パーキンソン病の外来通院患者を支援する社会経済的制度に関す
る横断研究） 
結果の要旨 
パーキンソン病の患者に対する公的経済支援に関する横断研究を行った。日本において
は公的医療保険制度の他に特定疾患医療費助成制度、介護保険制度、身体障害者手帳制度
といった公的経済支援制度が存在するため、これらの制度が PD 患者に対して効果的な経
済支援となっているか調査したところ、通院医療費の負担軽減と関連していることが示唆
されたものの、通院交通費の負担軽減とは関連していないことが明らかとなった。また、
通院交通費の負担が大きいことが、入院経験と関連することが示唆された。今後もパーキ
ンソン病患者をはじめとし、難病患者の増加に伴い、さらなる医療政策の充実が期待され
ると考えられた。 
論文審査において、今回の研究が博士（医学）の学位授与に値すると審査委員全員に認
められた。 
 
